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　東京電力のこれまでの汚染水対

策は、なぜダメだったのか。第一の

原因は、地下水がどこから来て、ど

こに流れていくのか、基本的な認識

が欠如していたからである。

　東電は2013年8月23日公表の

資料「福島第一原子力発電所周辺の

地質・地下水および解析」の中で、

「地下水の供給源は、敷地内の降雨

が主であると想定される」としてい

るが、ここから検証する必要があ

るだろう。

　主要な地下水源は二つ考えられ

る。一つは①阿武隈山系から流れ出

る地下水（図1）。阿武隈山系は南北

約170km、東西約50kmからなる

山系で、最高峰である大滝根山

（1193m）を中心に広がる高原状台

地であるため、水関係者には最高の

水源地と見なされ

ている。湧水地も

多い。降雨による

補給量は年間平

均約40.8億トン

と考えられる。福

島原発に流入して

いる地下水は、敷

地の山側にある標

高35mの山林を

含む下部透水層

に蓄積された保有

水で約5000万～

1億トンと推定され、常に海に流出

している。

　二つ目は②年間降雨量（年平均

1550ミリ）から補給される分で、

その地下水量は約250万～280万

トン/年である。東電は、原子炉・ター

ビン建屋に流入する地下水の内訳は

地下水によるものが300m3/日、雨

水によるものが100m3/日と仮定し

ているが、その根拠は不明である。

　一例だが、前出の8月23日の東

電資料では、震災前（2008年3月

～11年2月までの4年間）、建屋周

りのサブドレインへの最大流入量は

1724トン/日、平均流量は1344ト

ン/日の実績値を示している（図2）。
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地下水源は阿武隈山系の推定
1億トンと雨水250万トン

　アルゼンチン・ブエノスア
イレスで9月7日に開催された
IOC（国際オリンピック委員会）
総会の場で、安倍晋三首相は
「汚染水の状況は制御できてい
る。東京には今までも、これ
からも何のダメージもない」
「私は首相として責任を完全に
果たす」と強調し、2020年東
京オリンピック・パラリンピッ
ク招致を勝ち取った。経済産
業省は国の指示を受け「実証を
踏まえた汚染水対策事業（補助
金付）」の公募を開始した。こ
こまで聞くと、国民は「やっと
国が重い腰を上げ、汚染水問
題は根本的な解決が図られる」
と期待するが、大きな間違い
である。どこが間違いなのか。
公表された限られたデータか
ら、水の専門家として意見を
述べてみたい。

 地下水の恐ろしさ

図 1　福島第 1 原発周辺の地下水の流れ（イメージ） 

©Google　出所：汚染水処理対策委員会資料（2013 年 5 月 30 日）
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年換算では約49万～ 63万トンの地

下水である。

　この水量はたまたまサブドレイン

に流入した水量であり、建屋を回り

込んで海に流出している地下水はさ

らに多いことが容易に推測される。

　さらに心配なことは、地下水位と

降雨量の関係である。東電では降雨

の地下浸透率を30％とみているが、

東電の別データによるとサブドレイ

ン水位と地下水位との相関係数は

0.66、降雨量と地下水流入量との相

関係数は0.59で、どちらも降雨に対

してかなり敏感に反応している。

　つまり、雨が降れば、地下水位の

上昇が顕著になるということである。

9月の台風18号襲来では、地上汚染

水タンクの堰に溜まった雨水＋放射

能汚染水を1130トン放流している。

廃炉までの最低40年間、汚染水対

策は、この膨大な地下水量と闘うこ

とになる。その覚悟が東電にはない。

国の役目は…地下水の見える
化を急げ
　国の役目は、この地下水を衛星に

より重力場解析し、さらに複数の観

測井戸を掘って詳細なデータを集

め、今後最低40年

間の地下水の流れ

を解析することで

ある。つまり、地

下水位の観測井戸

網の構築である。

地下水を“見える

化”する技術につい

ては、（財）リバー

フロント研究所（代

表理事・竹村公太

郎氏）が、世界で初

めて実現している。

このデータから、

福島原発に流れ込

んだ地下水は岸壁

付近からだけでは

なく、沿岸の海底

からも湧出してい

ることが分かる。

原発周辺の地下水の流れは
　東電は、1000m3/日以上の地下水

が建屋周りに流入し、海に流出して

いると発表している。阿武隈山系か

らの地下水の流れは、（海側から見

て）敷地右側の細谷地区、左側の長

者原、北台地区に分けられる。タン

ク群がある左側の地区は、その昔河

川であったことが地質調査（図3）で

裏付けられており、そこを流れる地

下水は3000～5000m3/日ほどと予

想される。8月に地上タンク（H4、

No5）から漏えいした汚染水300ト

ンは側溝を通じ、この地下水の流れ

で拡散したものと思われる。これら

も解析しなければならない。

地下水は抑制されると暴れる
　地下水はなぜ海に流れるのか。地

下水自体が重力による移動エネル

ギーを持っているからである。地中

に遮水壁を作ると、そのエネルギー

は逃げ場を求め、地中壁の周辺や、

さらに地中壁の下部に水道（みずみ

ち）を作り、そのエネルギーは抑圧

された量に比例し、流量、流速が早

くなる性質を持つ。これらは多くの

トンネル工事や、地下ダムを作る時

図 2　震災前のサブドレイン地下水流入実績
（2008 年 3 月～ 2011 年 2 月）

図 3　福島第 1 原発敷地内の地質構造図

出所：東電資料
（注）・透水層は表層近くに分布する中粒砂岩層、泥質部の下位に分布する互層部（砂岩と泥岩の混在）と考えられる。

　　・ 富岡層は敷地全域にわたりほぼ同じ層厚で分布し、南北方向ではほぼ水平に、東西方向（山側から海側）では
東方に2度傾斜している
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に見られる現象である。つまり福島

原発に流入する地下水を地中壁で

抑制すればするほど、地下水は逃げ

場を求めて、地層の中で暴れるので

ある。

 世界でも実績のない
凍土壁対策

　凍土壁は汚染水対策の決め手のよ

うに扱われているが、多くの未解決

課題を含む。その凍土壁に政府は

320億円を投入する。凍土による遮

水壁については、どんなに急いでも

計画策定までに6カ月、施工に約2

年かかる。この間も汚染水が漏れ続

けるだろう。大規模な凍土壁の施工

で10年を超える運用実績はなく、

廃炉までの40年間連続的に冷凍機

（合計5.6MW）を運転させる電力コ

ストの課題も指摘されている。

凍土壁完成までに最低2年、　
出来ても効果なしの可能性
　計画では、山側と陸側を同時に冷

却して凍土壁を作ることになってい

るが、長さ1.4kmの壁を同時に凍結

させることは不可能である。仮に凍

結しても土中の氷壁はもろく、

1.4kmの氷壁が1カ所でも溶解する

と、そこが突破口になって地下水が

なだれ込み、凍土壁が崩壊する可能

性が指摘されている。鹿島の提案書

（2013年5月16日）を注意深く読む

と、マスコミが報道していないゼネ

コン技術者の本音も見受けられる。

①凍土遮水壁が施工されても、域内

には難透水層（つまり敷地内の底部

地層）からの侵入や、雨水の浸透に

よりある程度の地下水は供給される

（完全な遮断では

ない）②滞留水の

水位と地下水位

が一致する場合、

滞留水が拡散で

建屋外に漏えい

する恐れは否定

できない（つまり

漏れる）と明記し

ている。また、清

水建設の提案書

では、遮水壁が

出来ても、地表か

ら雨水の浸透量

88トン/日、水平

浸透量（遮水壁を通過）26トン/日、

地層底部（湧水）からの浸透量115

トン/日と合計229トン/日の敷地

内への流入量を予測している。

汚染水対策委員からも指摘
　汚染水対策委員からも多くの指摘

が挙がっている。①凍土壁は2重の

バリアにすべき。１重だと必ず漏れ

る②タービン建屋の下部も凍土化せ

よ、地下水は横ではなく、底から噴

き出してくる③凍土壁では、地表か

らの降雨浸透流は遮断できない。地

表面にウレタン系、またはアスファ

ルトの止水層を作るべき―などであ

る。地下水を完全に遮断することは

不可能と、有識者や専門家は見てい

るわけだが、最終報告書には記載さ

れていない。

　もう一つの怖さは地盤沈下であ

る。有史以来、福島原発の地盤は、

地下水脈で支えられている。過大な

地下水汲み上げで、全国各地で地盤

沈下を引き起こした事例がたくさん

ある。地下水を汲み上げ過ぎると、

いままで水で支えられていた原子

炉・タービン建屋は傾き、破壊され

る恐れもある。現在でもメルトダウ

ンしたと言われる原子炉建屋の下部

構造の詳細は確認されていない。

　国が乗り出すなら、地下水と建屋

内汚染水との水位バランスが決め手

になる。対策の実施に当たっては、

実測データによる精密モデルを作

り、三次元シミュレーションを繰り

返す必要があるだろう。

電気代と維持管理コスト
　電気代を含む維持管理コストを公

表しないまま、プロジェクトにゴー

サインを出すことは無責任である。

提案書にある冷凍機（5.6MW）を運

転し続けると電力使用量は年間

4900万kWhとなり、仮に東電の産

業用電気料金18円/kWを採用すれ

ば、単純計算でも年間8.8億円の電

気代となる。現実には、土壌の熱伝

導率が明記されていないので正確に

は算出できないが、仮に凍土（氷）の

熱伝導率を2.2w/m・Kと仮定してい

図 4　福島第 1 原発敷地外に遮水壁を
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れば、地下水の熱伝導率は0.6w/m・

Kであり、流れる地下水を凍らせる

ためには3.6倍のエネルギーが必要

となる。

　また、凍結管や冷媒の寿命も5年

ほどとみられ、5年ごとに大きな維

持管理費が発生する。政府が関与す

るなら廃炉までの40年間の維持管

理コストも明らかにすべきである。

敷地外に遮水壁（連続地中壁
工法）を建設せよ
　国が乗り出すなら、阿武隈山系か

らの地下水流入防止策を取らなけれ

ば、根本的な解決にはならない。具

体的には福島原発の陸側、敷地外に

ある国道391号線に沿って、技術的

に確立された連続地中壁を構築し、

地下水脈を北原地区に導く必要があ

る（図4）。この地区は昔、河川であり、

透水性も高い。つまり敷地に流入す

る前に、地下水の量および圧力を低

減させなければ、今後廃炉までの

40年間、膨大な地下水量と闘うこ

とになる。非常時には確立された土

木技術（連続地中壁工法）を採用す

べきである。

 多核種除去装置
（ALPS）の問題点
　汚染水に含まれる放射性核種62

種を除去でき、汚染水対策の目玉と

して注目されていた東芝製のALPS

（図5）。2013年3月から試験運転を

始めたが、8月に停止した。原因は

吸着塔や配管の腐食による高濃度廃

液の漏えい。東電公表の「ALPSバッ

チ処理タンクからの漏えいを踏まえ

た対応について」を読むと、水処理

装置として非常識な設計になってい

る。前処理で塩化第二鉄（酸性が強

く、金属を腐食させる）、後段で活

性炭吸着塔を用いているが、ステン

レス（SUS304、SUS316L）容器およ

び配管類にライニングがなく、溶接

面に腐食が入っている。これでは、

塩類濃度が高く、鉄イオン、活性炭

（カーボン）が存在する場合、溶接面

は必ず腐食（電蝕）する。今回の場合、

厚さ9ミリのステンレスが3カ月で

腐食され、ピンホールから高線量の

廃液が漏れ出した。

　政府は、ALPS装置の増設に150

億円を投入する計画だ。筆者の主張

は、①ALPS装置からは必ず廃液が

漏えいするものと見なし、装置全体

を系列ごとにコンクリート槽（プー

ル）の中に設置し、一滴も漏らさな

い構造とすべき②ALPSは処理を続

けると、それ自体（容器、配管）が巨

大な放射性廃棄物になる。さらに処

理後の放射性廃棄物（吸着剤など）

が年間3200m3発生するので、廃棄

物減容化システムの採用やハンドリ

ングを考え、最初から運搬・解体用

の天井クレーン設置やロボットによ

る点検、分解ができるように設計す

べき―である。

　「漏らさない」という国際公約を守

るためにも、二重三重の汚染水対策

を一刻も早く講じるべきである。

図 5　多核種除去装置（ALPS ）の処理フローシート

出所：東電資料


